
基本施策 基本施策
取組状況

（PD)
課題捉方

（C）
改善方法

（A)
総合評価

施策(１)広報・広聴活動
の充実

・広報紙・ホームページをはじめ、おうらお知らせメール、防災行政無線を活用した屋外広報だ
けでなく、ＳＮＳ に関する調査・研究・導入を進めるなど、多様な広報手段を活用し、効果的な広
報活動を展開します。

37.50点 18.36点 19.14点 75.00点

施策(１)広報・広聴活動
の充実

・地区座談会やみんなの講座、町民アンケートなど、多様な広聴手段を研究し、町民の意見を
広く伺う機会を充実させます。 25.00点 13.67点 14.06点 52.73点

施策(２)町政への参画
機会の充実

・各種計画の策定などに際し、パブリックコメント制度の活用をはじめ、説明会の実施や審議会・
委員会を設置するなど、幅広く町民の参画を促す機会の創出を推進します。 25.00点 16.02点 16.02点 57.04点

施策(３)まちづくりの人
材育成

・まちづくりに関する情報提供や学習機会を提供することで、町民一人ひとりのまちづくりへの意
識の向上を図るとともに、まちづくりを支えるＮＰＯ・ボランティア団体などの育成と活動支援に努
めます。

50.00点 19.14点 20.70点 89.84点

施策(４)協働のまちづく
り活動の推進

・様々な分野における公共的課題の解決や、町民の自主性と提案に基づいたまちづくり活動を推進していくた
め、ＮＰＯ・ボランティア団体などに対し、活動に関する情報の相互共有や相談窓口の機能強化を図ります。

また、事業内容に応じた費用を補助する「協働のまちづくり事業補助制度」などの支援の充実を図るとともに、

協働事業の目的・内容・実施状況及び結果を公開し、常に事業の改善が図れるよう努めます。
50.00点 18.75点 17.97点 86.72点

施策(５)行政区活動へ
の支援

・地域活動を充実させるため、活動機会の紹介や行政及び行政区相互の情報共有を図るととも
に、必要に応じた助言・指導や地域リーダーの養成研修を行います。また、自治会組織の運営
が円滑に運ぶよう、法人格取得（認可地縁団体）に対する支援を行います。

25.00点 14.06点 15.63点 54.69点

施策(６)地域コミュニ
ティ活動の支援

・地域コミュニティ意識の醸成のため、広報紙・ホームページなどを利用した啓発事業を推進す
るとともに、地域文化活動等の地域づくりに対して助成などの支援に努めます。 37.50点 17.58点 18.36点 73.44点

施策(７)地域集会施設
の整備推進

・行政区の活動拠点となる地域集会施設の整備や、地域コミュニティ活動に必要な備品整備の
支援を図ります。 50.00点 19.53点 19.53点 89.06点

施策(８)町民コミュニ
ティ活動の推進

・おうら中央公園周辺において、おうら中央多目的広場や建設予定の中央公民館などを利用
し、町民の一体感を醸成するための様々な祭りやイベントを企画するとともに、町民が自発的か
つ主体的にコミュニティ活動に取り組みやすい環境を創出します。

37.50点 19.53点 17.97点 75.00点

施策(９)行政サービス
の近代化・効率化

・電子申請システムなどのインターネットを活用した行政手続きの簡素化については、利用者の
利便性だけでなく事務の効率性やコスト面も含めて調査・検討していきます。また、マイナンバー
制度の円滑な利用について調査・研究し、町民サービスの向上を図ります。

37.50点 15.24点 14.45点 67.19点

施策(10)行政事務の近
代化・効率化

・行政事務の効率化を図るため、国や県、近隣市町などと歩調を合わせながら、文書管理や決裁、地理情報な

どの業務の電子化を推進するとともに、セキュリティ水準の向上や災害に強い基盤を構築させるため、基幹系
（住民情報・税情報等）システムに続き、情報系（グループウェア・財務会計等）システムのクラウド化を推進しま

す。

50.00点 18.75点 17.97点 86.72点

施策(11)情報セキュリ
ティ体制の強化

・本町の情報資産について適切に保護・管理するため、「邑楽町情報セキュリティポリシー」に基づき、物理的対

策や人的対策及び技術的対策を推進します。また、日々新たに出現する脅威に対しては、「邑楽町情報セキュ

リティポリシー」の見直しも視野に入れ、より一層の強化に取り組みます。
37.50点 17.58点 18.36点 73.44点

施策(12)情報教育の推
進

・学校での情報教育の推進はもとより、公民館をはじめ様々な機会を捉えたパソコン教室の開
催など、情報教育の推進を図ります。 50.00点 19.92点 16.41点 86.33点

施策(13)効率・効果的
な行政運営の確立

・ＢＰＲの手法やＩＣＴの活用など、新たな業務改善方法を研究していくことで、町民サービスに直
結する窓口業務の見直しや効率化を図り、時代に対応した行政サービスに取り組んでいきま
す。

37.50点 17.58点 15.63点 70.71点

施策(13)効率・効果的
な行政運営の確立

・社会教育事業を効率よく推進するため、社会教育施設間の連携強化はもとより、事業の統合
や事務の効率化を図ります。 37.50点 16.41点 19.53点 73.44点

施策(14)機能的な組織
の構築と職員の資質向
上

・時代の変化に適応した組織機構とするため、機構改革や人員配置について検証を進めるとと
もに、窓口・電話対応の接遇研修など計画的な職員研修の充実による政策能力等の育成と人
事・定員管理を推進します。

37.50点 19.53点 18.36点 75.39点

施策(14)機能的な組織
の構築と職員の資質向
上

・人事評価制度を活用して、職員の仕事に対する意欲、向上心、達成感を引き出し、意識改革
を図ります。職員一人ひとりの意欲を向上させることにより、組織全体を活性化させます。 25.00点 15.24点 16.02点 56.26点

施策(15)計画的な事業
の執行と行政評価の推
進

・総合計画等の長期計画に基づき、選択と集中による計画的な事業を推進するとともに、基本
計画と予算編成の連動を図ります。また、行政評価システム の導入による検証と行政評価を推
進します。

37.50点 19.53点 19.53点 76.56点

令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱　施策評価シート（結果）



基本施策 基本施策
取組状況

（PD)
課題捉方

（C）
改善方法

（A)
総合評価

施策(16)公共施設の適
正な管理

・人口減少等により公共施設等の利用需要が変化していくことが予想されることを踏まえ、「公
共施設等総合管理計画」を策定し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを行う
ことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現します。

50.00点 21.10点 19.92点 91.02点

施策(17)民間活力の活
用

・行政事務や施設管理のあり方について検証を行い、効率・利便性を考慮したうえで、定型業務
の民間委託や公の施設の指定管理者制度などの活用を研究していきます。また、ＰＰＰ／ＰＦＩな
どの手法を研究し、民間活力の活用を推進していきます。

37.50点 17.19点 17.58点 72.27点

施策(18)計画的な財政
運営

・中長期的視野に基づいた継続的な収支均衡と義務的経費や経常的経費の節減、財政状況の
分析、補助金の見直しも含めた事務事業の慎重な選択など健全な財政運営を推進します。ま
た、財政状況を定期的に公開し透明性の高い予算執行に努めます。

37.50点 17.97点 17.97点 73.44点

施策(18)計画的な財政
運営

・地方公会計の整備を図ることにより、資産や債務の正確な把握と管理を行い、予算編成や決
算分析に活用していくとともに、財務情報の分かりやすい開示に努めます。 25.00点 19.14点 17.97点 62.11点

施策(18)計画的な財政
運営

・下水道事業の経営基盤強化や財政マネジメントの向上に向けて、公営企業会計の導入につい
て調査・研究していきます。 50.00点 19.53点 18.36点 87.89点

施策(19)財源（歳入）の
確保

・適正な税の賦課に努めるとともに、個人住民税の特別徴収一斉指定及び口座振替の推奨など納税者の利便

性を確保し収納率の向上を図ります。また、長期滞納者や高額滞納者などについては、納税への理解促進を

図るとともに、「群馬県東部地区不動産合同公売」などを活用し適切な滞納処分を行います。
50.00点 17.58点 17.58点 85.16点

施策(19)財源（歳入）の
確保

・国や県の資金の導入、有利な地方債の活用等を図り、一般財源の充当を抑制します。 37.50点 17.19点 16.80点 71.49点

施策(19)財源（歳入）の
確保

・広告事業などによる収入の確保を図ります。 50.00点 17.19点 17.58点 84.77点

施策(19)財源（歳入）の
確保

・土地利用計画の調整を行い、新たな産業団地の造成を推進するとともに、雇用創出や産業振
興に大きく寄与する企業誘致等を推進します。 12.50点 17.19点 17.19点 46.88点

施策(20)公有財産の適
正管理

・公有財産については、適正な管理と利用に努め、未利用の普通財産については、処分または
貸付け等の有効活用を図ります。 37.50点 17.58点 17.19点 72.27点

施策(20)公有財産の適
正管理

・公金については、最も有利かつ確実な運用に努めるとともに、適正で効率的な出納の執行や
物品などの管理を行います。 25.00点 16.02点 17.19点 58.21点

施策(21)経費の削減と
使用料の適正化

・県内市町村と電子入札システムを共同利用し、事務効率の向上や運用経費の抑制を図りま
す。また、公平で競争性の高い入札を推進します。 50.00点 21.10点 21.10点 92.20点

施策(21)経費の削減と
使用料の適正化

・庁舎内の郵送料、電話料、電気料等事務的経費の節減を図るため、職員のコスト意識の向上
や消耗品などの管理徹底を図ります。 37.50点 13.28点 15.24点 66.02点

施策(21)経費の削減と
使用料の適正化

・各種使用料や手数料を見直し、受益者負担を基本とした料金体系の整備を検討します。 50.00点 17.19点 18.36点 85.55点

施策(22)事務組合の推
進と強化

・可燃ごみ処理施設の広域化など既存の一部事務組合を構成する市町との連携を強化すると
ともに、共通の行政課題への対応や、さらなる事務の効率化に向けて、効果的な共同処理のあ
り方など、事務組合の充実・強化に努めます。

37.50点 17.58点 17.58点 72.66点

施策(23)広域協議会な
どによる連携

・公共交通や都市基盤整備といった広範囲にわたり、本町だけでは解決できない課題について
は、既存の広域のあり方に捉われず、周辺市町及び国・県等と連携して要望活動を含めた整備
促進を促します。

50.00点 17.58点 19.14点 86.72点

施策(23)広域協議会な
どによる連携

・両毛地域の公共施設の相互利用をさらに促進するなど、広域協議会や広域同盟会の事務事
業の充実を図ります。 50.00点 19.14点 19.14点 88.28点

/50点 /25点 /25点 /100点

平均 39.29点 17.71点 17.76点 74.76点



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_１_町民と歩む協働のまち
基本
方針

基本方針_１_情報共有と町民参画の推
進

施策の
方向性

施策_１_広報・広聴活動の充実 担当課 企画課

取組内容

・広報紙・ホームページをはじめ、おうらお知らせメール、防災行政無線を活用した屋外広
報だけでなく、ＳＮＳ に関する調査・研究・導入を進めるなど、多様な広報手段を活用し、
効果的な広報活動を展開します。

改革項目
名称

新たな広報手段（媒体）の導入

期待される
効果

広報手段の拡充によりユーザーの拡大が期待できる

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
18.36

係数
25

点数
19.14

分
類

計画段階 研究 改革 改善 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

ケーブルテレビの情報番組については年度当初に、各課が配信
できる情報の提供を求めました。その中から年間のスケジュール
を立て、収録に向けた調整を行いました。内容によっては急遽変
更することもありました。
ツイッターも本格運用を開始し、情報発信ツールの幅を広げまし
た。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

ケーブルテレビの情報番組については、放送内容が例年同様に
なりがちでした。
ツイッターについては、事業の担当課へ利用を促しましたが、対
応できた課が少数だった。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 2 Ｂ75点 11
Ｃ50点 3  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

73.44

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

ケーブルテレビの情報番組については、情報を募る一方、こちら
から依頼もする形式を取り入れます。
ツイッターについては、改めて利用の促進を周知し、広報委員や
ホームページ作成委員を利用して配信します。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 2 Ｂ75点 13
Ｃ50点 1  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

76.56 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 18.36 19.14
≒

総
合
評
価

75.00点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・新たな媒体の研
究。
・ケーブルテレビの
邑楽町での放送開
始に向けた準備。
・ケーブルテレビとの
安全安心に係る協定
の締結。

・邑楽町の情報番組
の収録、放送開始。
・防災・防犯の情報
の配信。

・配信する情報の見
直し。
・その他イベント等の
ケーブルテレビへの
情報提供の強化。

・配信する情報の見
直し。
・その他イベント等の
ケーブルテレビへの
情報提供の強化。

・配信する情報の見
直し。
・その他イベント等の
ケーブルテレビへの
情報提供の強化。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｂ
概ね計画どおり取り

組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 1 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_１_町民と歩む協働のまち
基本
方針

基本方針_１_情報共有と町民参画の推
進

施策の
方向性

施策_１_広報・広聴活動の充実 担当課 企画課

取組内容

・地区座談会やみんなの講座、町民アンケートなど、多様な広聴手段を研究し、町民の意
見を広く伺う機会を充実させます。

改革項目
名称

各種計画等に向けた町民アンケートの拡充

期待される
効果

幅広い意見を聴取することができ、町政への反映も期待できる

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
25.00点

推進本部評価欄

係数
25

点数
13.67

係数
25

点数
14.06

分
類

計画段階 研究 研究 研究 改革 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

企画政策推進係と協働で総合計画へ向けての町民アンケートを
行った。
対象者については性別、世代等幅広い設定としました。

50

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

総合計画以外のアンケート調査について、実施することができま
せんでした。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 1 Ｂ75点 5
Ｃ50点 7  Ｄ25点 2

Ｅ0点　1

54.69

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

郵送以外のアンケートの形態も視野に入れて研究したい。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 1 Ｂ75点 4
Ｃ50点 9  Ｄ25点 2

Ｅ0点　0

56.25 

評
　
　

価

個　別
点　数

25.00 13.67 14.06
≒

総
合
評
価

52.73点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

前回アンケート内容
や集計結果をまと
め、次回アンケート
実施時に、より効果
的なアンケートにな
るよう研究する。

近隣自治体のアン
ケート動向を注視、
情報収集し町民意見
を反映しやすいアン
ケート方法・内容を
研究する。

研究成果をまとめ、
効率・効果的なアン
ケート用紙を作成す
る。

・町民アンケートの
内容および対象者
の拡充を図る。

・第六次総合計画
（後期）へ向け、アン
ケート結果の精査。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｃ
一部取り組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 2 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_１_町民と歩む協働のまち
基本
方針

基本方針_１_情報共有と町民参画の推
進

施策の
方向性

施策_２_町政への参画機会の充実 担当課 企画課

取組内容

・各種計画の策定などに際し、パブリックコメント制度の活用をはじめ、説明会の実施や審
議会・委員会を設置するなど、幅広く町民の参画を促す機会の創出を推進します。

改革項目
名称

パブリックコメント手続き制度の充実

期待される
効果

各種計画の策定において町民が興味を持って参加する機会を創出できる

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
25.00点

推進本部評価欄

係数
25

点数
16.02

係数
25

点数
16.02

分
類

計画段階 改革 研究 改善 研究 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

今年度は6件の案件を取り扱いましたが、提出された意見は0件
でした。
今後は意見募集の見せ方も含めて検討していきたい。

50

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

意見がなければ公表する方法の検討も難しい。
意見を出してもらえるような改善が必要。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 1 Ｂ75点 8
Ｃ50点 6  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

64.06

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

案件に対して意見をもらえるよう、意見募集の場所（現在は担当
課とホームページのみ）を拡充するなどの検討をしたい。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 1 Ｂ75点 7
Ｃ50点 8  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

64.06 

評
　
　

価

個　別
点　数

25.00 16.02 16.02
≒

総
合
評
価

57.04点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

パブリックコメント手
続き制度の運用開
始

寄せられた意見や町
の見解などの公表方
法の再検討

パブリックコメント手
続き要綱の見直し

寄せられた意見や町
の見解などの公表方
法の再検討

パブリックコメント手
続き要綱の見直し

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｃ
一部取り組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 3 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_１_町民と歩む協働のまち
基本
方針

基本方針_２_協働のまちづくりの推進

施策の
方向性

施策_３_まちづくりの人材育成 担当課 生涯学習課

取組内容

・まちづくりに関する情報提供や学習機会を提供することで、町民一人ひとりのまちづくり
への意識の向上を図るとともに、まちづくりを支えるＮＰＯ・ボランティア団体などの育成と
活動支援に努めます。

改革項目
名称

社会教育事業におけるまちづくりの人材育成の推進

期待される
効果

町民一人ひとりのまちづくりへの意識の向上及びＮＰＯ・ボランティア団体などの育成・活動支援

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
50.00点

推進本部評価欄

係数
25

点数
19.14

係数
25

点数
20.70

分
類

計画段階 研究 研究 改革 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・各施設で実施している教室・講座修了時には、必ずアンケートを
取り内容の可否や意見等を調査していた。収集したデータや情報
を検討し、今後の事業に反映した。また、町の文化芸術の振興と
生涯学習の推進のために、中央公民館では新たに公民館事業
の企画や運営を住民参画で行うボランティアグループが立ち上
がった。実際に、９月から７事業について公民館職員と一緒に取
り組みを行った。中央公民館開館１周年記念事業では、アーティ
ストと住民有志の実行委員会が組織され、行政職員と一緒に事
業を展開した。

100

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・今年度も、住民による自主的な活動への支援という観点から取
り組んできた。しかし、行政が関わると、どうしても参加者が行政
に頼ってしまう傾向がある。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 3 Ｂ75点 11
Ｃ50点 2  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

76.56

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・全て行政から提案をするのではなく、住民の自発的な意欲を引
き出し、自主的な活動が展開できるようにするために､職員が研
修会などへ積極的に参加し、コーディネーター、ファシリテーター
としての力量を高めていく必要がある。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 5 Ｂ75点 11
Ｃ50点 0  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

82.81 

評
　
　

価

個　別
点　数

50.00 19.14 20.70
≒

総
合
評
価

89.84点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・社会教育施設の学
習機会・情報提供内
容の検討及び研究
・ＮＰＯ・ボランティア
団体などの調査

・中央公民館を核と
した社会教育施設間
の学習機会・情報提
供内容の連携・協力
の検討
・ＮＰＯ・ボランティア
団体などの調査・研
究

・中央公民館を核と
した社会教育施設の
教室・講座等を広報
誌及びホームページ
等で募集する。
・ＮＰＯ・ボランティア
団体などへの活動
支援に向けた研究

・社会教育施設の教
室・講座等でアン
ケート調査を行い、
見直しを検討する
・ＮＰＯ・ボランティア
団体の活動に向けた
勉強会の実施

・社会教育施設の教
室・講座等のさらなる
見直しを検討する
・ＮＰＯ・ボランティア
団体の活動支援のさ
らなる見直しを検討
する

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ａ
計画どおり取り組め

ている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 4 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_１_町民と歩む協働のまち
基本
方針

基本方針_２_協働のまちづくりの推進

施策の
方向性

施策_４_協働のまちづくり活動の推進 担当課 企画課

取組内容

・様々な分野における公共的課題の解決や、町民の自主性と提案に基づいたまちづくり
活動を推進していくため、ＮＰＯ・ボランティア団体などに対し、活動に関する情報の相互
共有や相談窓口の機能強化を図ります。
また、事業内容に応じた費用を補助する「協働のまちづくり事業補助制度」などの支援の
充実を図るとともに、協働事業の目的・内容・実施状況及び結果を公開し、常に事業の改
善が図れるよう努めます。

改革項目
名称

協働のまちづくり事業新要綱策定

期待される
効果

町民と行政が適切な役割と責任を分担して、連携・協力するまちづくりが実現される

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
50.00点

推進本部評価欄

係数
25

点数
18.75

係数
25

点数
17.97

分
類

計画段階 改善 研究 改革 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・地域課題に対して、より多くの団体が取組みを行ってもらえるよ
う、広報おうら４月、８月号に掲載及び区長会定例会においても
事業説明を行った。その結果、新規の６団体を含む10団体が総
額954,345円の事業に取組み、町は617,000円の補助を行い、住
民の新たな発想と活力で課題解決を図った。
・協働のまちづくり活動団体の取組実績を町ホームページで公表
し、地域課題や行政課題への取組・効果等について情報共有し、
事業改善・拡充に努めた。

100

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・町広報紙、HP、区長会定例会で周知した結果、新規の団体も活
動して頂き、新たな課題解決も図れた。今後もより多くの団体が
活動して頂けるよう周知及び啓発を行う必要がある。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 3 Ｂ75点 10
Ｃ50点 3  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

75

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・広報紙やHPなどで引き続き事業周知を図っていくとともに、区長
会などの団体の会議においても説明・参加を継続して呼びかけて
いく。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 3 Ｂ75点 8
Ｃ50点 5  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

71.88 

評
　
　

価

個　別
点　数

50.00 18.75 17.97
≒

総
合
評
価

86.72点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・活動団体の募集を
はかり、官民での協
働事業を実施する。

・活動団体の募集をは
かり、官民での協働事
業を実施する。
・前年度実績を役場ロ
ビー、ホームページ等
で公表する。
・H29年度で現要綱が
失効するため、新要綱
の調査・研究。

・新要綱を策定し、
新たな協働の考え方
のもと、活動団体を
募集。
・前年度実績を役場
ロビー、ホームペー
ジ等で公表する。

・新制度をより充実さ
せるため、問題点を
改善し、活動団体を
募集。
・前年度実績を役場
ロビー、ホームペー
ジ等で公表する。

・新制度をより充実さ
せるため、問題点を
改善し、活動団体を
募集。
・前年度実績を役場
ロビー、ホームペー
ジ等で公表する。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ａ
計画どおり取り組め

ている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 5 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_１_町民と歩む協働のまち
基本
方針

基本方針_３_地域コミュニティ活動の推
進

施策の
方向性

施策_５_行政区活動への支援 担当課 総務課

取組内容

・地域活動を充実させるため、活動機会の紹介や行政及び行政区相互の情報共有を図
るとともに、必要に応じた助言・指導や地域リーダーの養成研修を行います。また、自治
会組織の運営が円滑に運ぶよう、法人格取得（認可地縁団体）に対する支援を行いま
す。

改革項目
名称

行政区相互の情報交換の実施

期待される
効果

他の行政区の状況を知ることによる行政区運営の問題点の改善

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
25.00点

推進本部評価欄

係数
25

点数
14.06

係数
25

点数
15.63

分
類

計画段階 研究 改革 改善 改善 改革

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・定例区長会や協議会にて情報交換は行っているが、特に転入
時における行政区の班の取扱いについて、改めて住民課と協議
し、まず近隣の班に割り当て、不都合があれば班変更の申し出
を、総務課を通して行うようにルールを統一化した。

50

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・行政区の班という区分は、民生委員の受け持ちや、選挙の投票
区を分けるのに使用してはいるが、町の行政においてはほとんど
使用していないため、住民課と総務課とで考え方の違いがあっ
た。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 2 Ｂ75点 5
Ｃ50点 5  Ｄ25点 3

Ｅ0点　1

56.25

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・行政区への必要な情報も、住民課では個人情報の観点から渡
したくないが、総務課では住民自治の中では必要なものであった
りと、意見の食い違いが発生するので、ケースに応じてルールを
作り対応していきたいと思う。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 2 Ｂ75点 7
Ｃ50点 5  Ｄ25点 1

Ｅ0点　1

62.50 

評
　
　

価

個　別
点　数

25.00 14.06 15.63
≒

総
合
評
価

54.69点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・過去に行政区長等
から相談を受けた事
案等をまとめる。
・まとめた事案等を
基に各行政区に対し
てアンケートを実施
する。

・アンケート結果をま
とめ、各区長に配布
する。
・まとめたアンケート
結果を基に区長会
等で情報交換を行
う。

・アンケートの結果及
び情報交換を踏まえ
て他の行政区を参考
に改善した点等を調
査する。

・アンケートの結果及び
情報交換を踏まえて他
の行政区を参考に改善
した点等を調査する。
・新たに発生した事案
等について他の行政区
の状況を聞いてみたい
事項を調査する。

・再度アンケートを行
い、結果をまとめ。
各区長に配布する。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｃ
一部取り組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 6 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_１_町民と歩む協働のまち
基本
方針

基本方針_３_地域コミュニティ活動の推
進

施策の
方向性

施策_６_地域コミュニティ活動の支援 担当課 総務課（企画）

取組内容

・地域コミュニティ意識の醸成のため、広報紙・ホームページなどを利用した啓発事業を推
進するとともに、地域文化活動等の地域づくりに対して助成などの支援に努めます。

改革項目
名称

邑楽町地域集会施設建設事業補助金の限度額の適正化

期待される
効果

各行政区が地域集会施設を整備する際に受けることができる補助金額の適正化

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
17.58

係数
25

点数
18.36

分
類

計画段階 研究 研究 改革 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・補助金については、定例区長会にて説明をして、引き続き補助
金の申請状況を取りまとめた。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・補助金の適正化を検討していくために、限度額以上の額の整備
を行った場合だけでなく、それ以外の整備についても内容等を確
認する必要があった。また今後、集会施設の改築等が想定され
る。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 2 Ｂ75点 9
Ｃ50点 5  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

70.31

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・補助金の適正化について再度検討し、集会施設の改築等があ
る行政区については、町の補助金だけでなく、県の補助金につい
ても速やかに申請ができるように説明をしていきたい。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 3 Ｂ75点 9
Ｃ50点 4  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

73.44 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 17.58 18.36
≒

総
合
評
価

73.44点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・過去の補助金の交
付状況を集計する。
・限度額以上の額の
整備を行った行政区
の整備内容等を研究
する。

・補助金の限度額の
適正な額について、
協議する。
・邑楽町地域集会施
設建設事業補助金
交付要綱の改正案を
作成する。

・邑楽町地域集会施
設建設事業補助金
交付要綱を改正し、
補助金限度額の適
正化を実施する。

・補助金の申請状況
を集計する。

・補助金の申請状況
を集計する。
・申請状況を踏まえ
改正後の限度額が
適正であるか再度協
議する。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｂ
概ね計画どおり取り

組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 7 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_１_町民と歩む協働のまち
基本
方針

基本方針_３_地域コミュニティ活動の推
進

施策の
方向性

施策_７_地域集会施設の整備推進 担当課 企画課（総務）

取組内容

・行政区の活動拠点となる地域集会施設の整備や、地域コミュニティ活動に必要な備品
整備の支援を図ります。

改革項目
名称

地区集会所施設・備品充実事業

期待される
効果

地域コミュニティ活動に必要な備品等の整備を行うことでより住民活動の一助とする

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
50.00点

推進本部評価欄

係数
25

点数
19.53

係数
25

点数
19.53

分
類

計画段階 改革 改善 改善 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・一般社団法人等の外部補助金である「魅力あるコミュニティ助
成事業」及び「一般コニュニティ助成事業」を活用し、過去に補助
金未活用であった2つの行政区に対して、4,231,472円の事業に対
して4,199,000円の備品整備の補助を行った。

100

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・2つの助成事業を活用することにより行政区等の負担が非常に
少なく備品整備が行うことができる。そのため、補助を必要として
いる行政区等からの要望が多数に及んでいるため、全ての行政
区の要望には応えられていない。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 4 Ｂ75点 10
Ｃ50点 2  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

78.13

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・過去の助成事業の活用状況を勘案し、今後も未活用行政区を
最優先にするなど公正公平性を図っていく。
今後、未活用行政区が無くなる、または少数になった年度で、助
成事業の活用方法を再度研究する。（行政区単位では無く、複数
行政区単位で備品整備等を行っていくなど。）

A～Eの５段階評価
Ａ100点 4 Ｂ75点 10
Ｃ50点 2  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

78.13 

評
　
　

価

個　別
点　数

50.00 19.53 19.53
≒

総
合
評
価

89.06点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

地域コミュニティ活
動に活用する備品
等の整備を必要とし
ている行政区を抽出
後、該当工事（備品）
及び金額の精査後、
予算内で整備実施。

備品等の整備を必要
としている行政区を
抽出後、該当工事
（備品）及び金額の
精査後、予算内で効
率的な整備実施。

備品等の整備を必要
としている行政区を
抽出後、該当工事
（備品）及び金額の
精査後、予算内で効
率的な整備実施。

備品等の整備を必要
としている行政区を
抽出後、該当工事
（備品）及び金額の
精査後、予算内で効
率的な整備実施。

備品等の整備を必要
としている行政区を
抽出後、該当工事
（備品）及び金額の
精査後、予算内で効
率的な整備実施。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ａ
計画どおり取り組め

ている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 8 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_１_町民と歩む協働のまち
基本
方針

基本方針_３_地域コミュニティ活動の推
進

施策の
方向性

施策_８_町民コミュニティ活動の推進 担当課 商工振興課

取組内容

・おうら中央公園周辺において、おうら中央多目的広場や建設予定の中央公民館などを
利用し、町民の一体感を醸成するための様々な祭りやイベントを企画するとともに、町民
が自発的かつ主体的にコミュニティ活動に取り組みやすい環境を創出します。

改革項目
名称

中央公園一帯丸ごとお祭り広場推進計画

期待される
効果

まちづくりの主体者を育成するとともに、町民のコミュニティ活動の推進につながる。さらに、町内外から多くの
人たちを呼び込むことができる

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
19.53

係数
25

点数
17.97

分
類

計画段階 研究 研究 改善 改革 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・おうら祭りにおいては、中央多目的広場、中央公園をフル活用し、イベン
トや打ち上げ花火を実施し、交流人口の増加につながった。産業祭では、
シンボルタワー手作りミニショップの出店者の皆さんが、自主企画イベント
としてワークショップを開催し、住民の自主的な活動の推進ができた。ま
た、光のページェントHiKARi MiRAiにおいては、町内の演奏家を招集し、
コンサートを実施、町民とともに作りあげていくイベントとして、定番のイベ
ントになりつつある。
白鳥まつりにおいても、邑楽町白鳥を愛する会と共催イベントとして、開
催している。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・おうら祭りや産業祭、光のページェントHiKARi MiRAi等のイベント時にお
ける中央公民館との連携が課題
・町民が主体的な活動（イベント等）に、継続して取り組むことができるか
が課題。町の体制づくりやバックアップ等、明確な役割分担と相互の連
携、協力体制の確立等が求められている。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 6 Ｂ75点 7
Ｃ50点 2  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

78.13

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・現在、おうら祭りや産業祭時には、中央公民館は閉館となっていること
から、イベントでのつながり（各種イベント等の同時開催）をもった形での
運用形態の改善に努めたい。
・事業協力※という形態により、新たなイベントについては、継続的に協力
して事業を行う。
※事業協力・・・住民と行政の相互の役割分担により、一定期間、継続的
な関係のもとで協力して事業を行う形態。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 3 Ｂ75点 9
Ｃ50点 3  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

71.88 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 19.53 17.97
≒

総
合
評
価

75.00点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・おうら祭りを中央多目的広場

で開催する。・産業祭を昨年に

引き続き中央多目的広場で開

催する。・光のページェントＨｉＫ

ＡＲｉＭｉＲＡｉを中央多目的広場

及びシンボルタワーで開催す

る。・中央多目的広場の民間団

体等の活用について研究・ＰＲ

していく。

・中央公民館完成後を想定し、

中央公園や中央多目的広場と

一体となった活用方法を研究す

る。・おうら祭り、産業祭、光の

ページェントＨｉＫＡＲｉＭｉＲＡｉを中

央多目的広場を中心に開催し

ていくとともに、町民の力を取り

入れたイベント作りについて研

究試行していく。・町民を中心と

した民間団体等の活用につい

て研究・ＰＲしていく。

・完成した中央公民館をイベント

で活用する。・従来から実施して

いるおうら祭り、産業祭、光の

ページェントＨｉＫＡＲｉＭｉＲＡｉに

町民の力をより多く取り込んで

いくものとする。・民間団体や町

民の方々の自主企画イベントを

実施する。　　　　　　　　　　　　　　

・おうら祭りを、中央多目的広

場、中央公園、中央公民館をフ

ルに活用して実施する。・産業

祭や光のページェントＨｉＫＡＲｉ

ＭｉＲＡｉを町民とともに作り上げ

ていく。・民間団体や町民の

方々の自主企画のイベントを実

施し、住民の主体的な活動を

推進していく。

・31年度の改革点を評価検証

し、よい点や改善点などの洗い

出しを行う。・評価検証結果に

基づいて、おうら祭りや産業祭、

光のページェントＨｉＫＡＲｉＭｉＲＡ

ｉなどを実施していくとともに、町

民の自発的かつ主体的な取り

組みを重点目標として取り込ん

でいく。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｂ
概ね計画どおり取り

組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 9 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_４_情報通信技術_ICT_の推
進

施策の
方向性

施策_９_行政サービスの近代化・効率化 担当課 企画課

取組内容

・電子申請システムなどのインターネットを活用した行政手続きの簡素化については、利
用者の利便性だけでなく事務の効率性やコスト面も含めて調査・検討していきます。ま
た、マイナンバー制度の円滑な利用について調査・研究し、町民サービスの向上を図りま
す。

改革項目
名称

子育てワンストップサービスの運用開始（マイナンバーカード利用）

期待される
効果

子育て世代における役場への各種申請、手続きの省力化が図れる

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
15.24

係数
25

点数
14.45

分
類

計画段階 研究 改革 研究 改善 研究

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

引き続き、群馬県の電子申請システムを利用してサービスの提
供をしました。
提供できるサービスの内容を担当課（子ども支援課、保健セン
ター）と協議しました。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

担当課（子ども支援課、保健センター）も含めて、実際の事務取り
扱いの流れがつかめていない（実績がないため） A～Eの５段階評価

Ａ100点 2 Ｂ75点 4
Ｃ50点 9  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

60.94

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

制度やサービス内容を含めて、担当課と打合せ会議などを行い、
情報共有の強化を図る。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 1 Ｂ75点 4
Ｃ50点 10  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

57.81 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 15.24 14.45
≒

総
合
評
価

67.19点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・サービス運用開始
のための説明会へ
の参加。
・サービス提供担当
課との情報共有。

・サービスの運用テ
スト。
・サービスの本格運
用開始。
・サービスの運用開
始のＰＲ。

・近隣市町のサービ
ス提供状況と利用状
況の確認。

・提供サービスの精
査。
・提供サービスの拡
充

・提供サービスの精
査。
・提供サービスの拡
充。
・その他マイナン
バーカードの利用に
関する研究。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｂ
概ね計画どおり取り

組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 10 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_４_情報通信技術_ICT_の推
進

施策の
方向性

施策_10_行政事務の近代化・効率化 担当課 企画課

取組内容

・行政事務の効率化を図るため、国や県、近隣市町などと歩調を合わせながら、文書管
理や決裁、地理情報などの業務の電子化を推進するとともに、セキュリティ水準の向上や
災害に強い基盤を構築させるため、基幹系（住民情報・税情報等）システムに続き、情報
系（グループウェア・財務会計等）システムのクラウド化を推進します。

改革項目
名称

基幹系システムおよび情報系システムの共同利用化

期待される
効果

近隣自治体との共同利用することによるシステム利用にかかるコストの削減が図れる

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
18.75

係数
25

点数
17.97

分
類

計画段階 研究 研究 研究 改革 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

4月1日に運用を開始し、安定したシステムの運営に努めました。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

4月1日の運用開始に合わせて3月から設置の準備を行いました
が、年度末ということもあり、作業が煩雑になった部分もあった。
契約事務も同様。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 4 Ｂ75点 8
Ｃ50点 4  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

75

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

次回のリプレース（更改）については、年度当初を契約日としない
よう、月単位で契約をずらすなど、スケジュールの調整が必要で
す。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 3 Ｂ75点 8
Ｃ50点 5  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

71.88 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 18.75 17.97
≒

総
合
評
価

74.22点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・邑楽郡情報研究会
における共同利用に
向けた調査・研究。
・自治体クラウドの共
同利用に関する協定
書の締結。
・自治体クラウド設置
推進委員会の設置。

・基幹系システムは
大泉町、千代田町、
明和町が先行して運
用開始。
・情報系システムの
共同利用に向けた情
報収集、調査、研
究。

・情報系システムの
契約期限満了に伴う
リプレース。
・郡内の情報系シス
テムの動向調査。

・邑楽町における基
幹系システムの共同
利用の運用開始。

・基幹系システムの
共同利用に伴う不具
合や改善要望の集
約。
・自治体クラウド推進
委員会での協議を通
じ、システム供給業
者への改善要求。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ａ
計画どおり取り組め

ている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 11 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_４_情報通信技術_ICT_の推
進

施策の
方向性

施策_11_情報セキュリティ体制の強化 担当課 企画課

取組内容

・本町の情報資産について適切に保護・管理するため、「邑楽町情報セキュリティポリ
シー」に基づき、物理的対策や人的対策及び技術的対策を推進します。また、日々新た
に出現する脅威に対しては、「邑楽町情報セキュリティポリシー」の見直しも視野に入れ、
より一層の強化に取り組みます。

改革項目
名称

群馬県セキュリティクラウドへの接続

期待される
効果

群馬県による外部接続の一元管理にともない、より一層のセキュリティ強化が図れる

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
17.58

係数
25

点数
18.36

分
類

計画段階 研究 改革 改善 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

セキュリティクラウドへの接続による不具合（主にインターネットの
フィルタリング）に対する接続許可申請や、セキュリティ上削除さ
れたメール添付ファイルを再取得する技術的支援などに取り組み
ました。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

複数の職員から似たようなの問合せがあることから、セキュリティ
クラウドへの接続に対する認識が薄れていると思われる。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 1 Ｂ75点 11
Ｃ50点 4  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

70.31

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

改めて説明会を行うか、問合せが多い事項について取りまとめ、
Q&Aのような資料を作成し、配布できるようにする。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 3 Ｂ75点 9
Ｃ50点 4  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

73.44 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 17.58 18.36
≒

総
合
評
価

73.44点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・情報暗号化システ
ムの導入。
・セキュリティ強靭化
の導入。
・県セキュリティクラ
ウドへの接続準備。

・県セキュリティクラ
ウドへの接続、運用
開始。

・共用開始後のシス
テムの不具合、ユー
ザーの意見等の集
約。
・システム構築業者
への改善要望。
・群馬県への改善要
望。

・運用中の不具合、
ユーザーの意見等
の集約。
・システム構築業者
への改善要望。
・群馬県への改善要
望。

・運用中の不具合、
ユーザーの意見等
の集約。
・システム構築業者
への改善要望。
・群馬県への改善要
望。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｂ
概ね計画どおり取り

組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 12 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_４_情報通信技術_ICT_の推
進

施策の
方向性

施策_12_情報教育の推進 担当課 学校教育課（生涯）

取組内容

・学校での情報教育の推進はもとより、公民館をはじめ様々な機会を捉えたパソコン教室
の開催など、情報教育の推進を図ります。

改革項目
名称

ICT教育環境の整備推進

期待される
効果

ICT教育環境の充実を図ることにより、児童・生徒の授業における理解を深め、学力向上につなげる。また、町
民の情報スキルの向上により、生活の質の向上や福祉の増進に寄与する。

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
19.92

係数
25

点数
16.41

分
類

計画段階 研究 研究 改革 改革 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・授業で使用する教師用タブレットをプロジェクターとともに各校に
数台配備し、実際の授業において活用を開始した。また、教育研
究所のICT活用研究班において、ICT環境の有効的な活用を図る
ための研究を行った。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・授業開始前の機器等の準備も教師の負担になることがわかっ
た。ICT機器を授業で有効活用するには、教師の負担感を減らす
環境づくりが必要である。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 5 Ｂ75点 9
Ｃ50点 2  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

79.69

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・児童生徒１人１台端末整備に向け、有効活用できるようにICT環
境の整備の充実に努めたい。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 2 Ｂ75点 8
Ｃ50点 4  Ｄ25点 2

Ｅ0点　0

65.63 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 19.92 16.41
≒

総
合
評
価

73.83点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・整備スケジュール
の決定

・先進地の視察等に
よる調査・研究

・学校における機器等
メニューの洗い出し
・学校における機器等
仕様の決定
・社会教育施設におけ
る学習拠点の移設及
び機器の入れ替え

・学校における機器
の入れ替え
・学校におけるICT機
器の活用による授業
の実施
・ICT機器のより有効
的な活用の研究

・ICT機器のより有効
的な活用の研究

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ａ
計画どおり取り組め

ている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 13 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_５_効率・効果的な行政運営
の推進

施策の
方向性

施策_13_効率・効果的な行政運営の確立 担当課 住民課（全課）

取組内容

・ＢＰＲの手法やＩＣＴの活用など、新たな業務改善方法を研究していくことで、町民サービ
スに直結する窓口業務の見直しや効率化を図り、時代に対応した行政サービスに取り組
んでいきます。

改革項目
名称

新たな業務改善方法の研究

期待される
効果

多様化・複雑化する住民ニーズに対し、より利便性の高いサービスを効果的・効率的に提供する

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
17.58

係数
25

点数
15.63

分
類

計画段階 研究 研究 改革 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・窓口来庁者に対しスピーディーに対応するため、職員の連携を
密にした。申請内容等が不明瞭な方に対してはわかりやすく丁寧
な説明に努めた。またマイナンバーカードの申請及び交付等につ
いて、電話予約をしてもらう体制をとり、効率化をはかった。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・各種窓口申請書については、わかり易いように改善をはかっ
た。また、増加傾向にある外国人に対応をスピーディに行うため
のマニュアル作り等の改善が必要。マイナンバーカードの交付に
於いても、更なる改善等が必要。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 3 Ｂ75点 8
Ｃ50点 4  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

70.31

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・今後も増加が予想される外国人のための申請時のマニュアル
等の作成やその他の問題点を改善する方法を見い出す。また、
マイナンバーカードに於いても、申請・交付更時に更なる改善点
を見い出し、推進をはかっていく。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 2 Ｂ75点 7
Ｃ50点 5  Ｄ25点 1

Ｅ0点　1

62.50 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 17.58 15.63
≒

総
合
評
価

70.71点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

窓口における待ち時
間の削減、手続きの
簡素化及びわかりや
すい窓口体制の実
現について研究を行
う。

前年の研究結果によ
る窓口体系に準拠し
た事務の流れを整理
し、無駄で無理のな
い体制の研究を行
う。

前年の研究結果を
基に、現況の総合窓
口方式と職員出張
方式の複合から、双
方の割合の見直しを
含め、より利便性の
高い窓口業務方式
を実施する。

住基システムの改善
や福祉関係システ
ム・保健システム等
との情報連携による
効率化の推進、ま
た、マイナンバー制
度については国の動
向を注視し活用を検
討する。

業務内容を再精査
し、定型的業務など
で外部委託の検討を
進め、業務の効率化
に最適な人員配置の
研究を進める。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｂ
概ね計画どおり取り

組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法
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令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_５_効率・効果的な行政運営
の推進

施策の
方向性

施策_13_効率・効果的な行政運営の確立 担当課 生涯学習課

取組内容

・社会教育事業を効率よく推進するため、社会教育施設間の連携強化はもとより、事業の
統合や事務の効率化を図ります。

改革項目
名称

社会教育事業における効率化の推進

期待される
効果

社会教育施設間の連携強化及び事業・事務の効率的な運営

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
16.41

係数
25

点数
19.53

分
類

計画段階 研究 研究 改革 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・館長･係長会議やJOY会議（担当者レベルの事業等広報につい
ての調整会議）を月１回開催し、その中の議題として施設間の連
携強化と事務の効率化、事業の日程調整についても検討を行っ
てきた。また、新型コロナウイルス感染拡大防止に対応するた
め、臨時館長･係長会議を開催し各施設と連携を図った。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・中央公民館は、本格的なホールを備えた施設運営を行って１年
経ったが、全体の事務量や人員を含む職務内容など、非常に
ハードであった。また、他の施設も人員減の影響で著しく多忙化し
た。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 2 Ｂ75点 7
Ｃ50点 6  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

65.63

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・中央公民館の果たすべき役割を明確化し、人と予算を一定部分
集中させていくと同時に、各施設が①地域の学習拠点としてどの
施設も普遍的に取り組むべきこと②各施設の特徴を生かし、より
特化した事業展開を行うことで相互に補い合う関係を構築するこ
と、の両面に配慮しながらあるべき姿を追求していく。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 5 Ｂ75点 9
Ｃ50点 1  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

78.13 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 16.41 19.53
≒

総
合
評
価

73.44点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・社会教育施設間に
おける連携強化策の
検討　　　　　　　　　・
事業・事務の効率化
の検討

・年間予定表への迅
速な事業入力
・次年度事業計画案
の早期作成検討
・中央公民館を核と
した事業・事務の効
率的な運営の検討

・次年度事業計画案
の早期策定による事
業・事務の効率化の
実施

・社会教育施設間の
連携強化及び事業・
事務の効率化のさら
なる見直し・改善

・社会教育施設間の
連携強化及び事業・
事務の効率化のさら
なる見直し・改善

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｂ
概ね計画どおり取り

組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 15 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_５_効率・効果的な行政運営
の推進

施策の
方向性

施策_14_機能的な組織の構築と職員の資質向上 担当課 総務課（企画）

取組内容

・時代の変化に適応した組織機構とするため、機構改革や人員配置について検証を進め
るとともに、窓口・電話対応の接遇研修など計画的な職員研修の充実による政策能力等
の育成と人事・定員管理を推進します。

改革項目
名称

効果的な職員研修等による人材育成と適正な人員管理の推進

期待される
効果

研修等により職員のスキルアップを図り、住民対応の向上や適正な人員管理が期待される

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
19.53

係数
25

点数
18.36

分
類

計画段階 研究 研究 改善 改革 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・県や町村会が主催する研修会へ職員を派遣したり、町独自で職
員研修会を実施して職員の資質向上を図った。また、各所属長か
ら職場の問題点を聞き取り、機能的な組織構築に努めた。 75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・日常業務に追われ、研修会に参加できない部署が見受けられ
る。また、今後も業務量の増加や複雑化が予想され、人員不足が
懸念される。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 5 Ｂ75点 8
Ｃ50点 3  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

78.13

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・町独自の研修会を増やし、少しでも研修会へ参加しやすい環境
を整えたい。また、定員管理を行いながら適切な人員配置に努め
たい。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 3 Ｂ75点 9
Ｃ50点 4  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

73.44 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 19.53 18.36
≒

総
合
評
価

75.39点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

職員研修計画を基
に、職員へ情報提供
をするとともに、より
効果的な職員研修を
研究していく。

町主催の研修を積極
的に企画し、職員の
意識向上を図るとと
もに、職員アンケート
等を実施し職員ニー
ズを把握する。

職員ニーズも考慮し
ながら効果的な職員
研修を実施していく。

前年度までの実績を
考慮しながら、より
効果的な職員研修
計画を作成するとと
もに、職員の適性を
見極め、適正な人員
配置に努める。

職員研修計画の改
善を図りながら、より
効果的な研修等を実
施しながら人材育成
を推進していく。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｂ
概ね計画どおり取り

組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 16 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_５_効率・効果的な行政運営
の推進

施策の
方向性

施策_14_機能的な組織の構築と職員の資質向上 担当課 総務課

取組内容

・人事評価制度を活用して、職員の仕事に対する意欲、向上心、達成感を引き出し、意識
改革を図ります。職員一人ひとりの意欲を向上させることにより、組織全体を活性化させ
ます。

改革項目
名称

人事評価制度を活用した人材育成と組織の活性化

期待される
効果

職員一人ひとりが明確な目標を持って仕事に取り組むことによって仕事の効率化が期待できる。また、面談等
を実施することによって組織の意思疎通が図れる

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
15.24

係数
25

点数
16.02

分
類

計画段階 研究 研究 改革 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・人事評価を実施していくことで、自らの目標をしっかりと持ち、そ
れに向かって意欲を持って仕事に取り組めている。また、面談を
行うことで職場内の意思疎通を図ることができた。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・評価者の均一的な評価結果を得ることが難しく、職員のモチ
ベーションにも影響している。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 1 Ｂ75点 6
Ｃ50点 8  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

60.94

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・定期的に研修やアンケートを実施し、職員に対して制度の浸透
を図るとともに、問題点を検証し、職員のモチベーション向上に努
めたい。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 1 Ｂ75点 7
Ｃ50点 8  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

64.06 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 15.24 16.02
≒

総
合
評
価

68.76点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

人事評価制度の本
格実施と職員アン
ケートの実施

人事評価制度の検
証と職員アンケート
の実施

より効果的な人事評
価制度への見直し

人事評価制度の検
証と職員アンケート
の実施

人事評価制度の検
証と職員アンケート
の実施

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｃ
一部取り組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 17 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_５_効率・効果的な行政運営
の推進

施策の
方向性

施策_15_計画的な事業の執行と行政評価の推進 担当課 企画課

取組内容

・総合計画等の長期計画に基づき、選択と集中による計画的な事業を推進するとともに、
基本計画と予算編成の連動を図ります。また、行政評価システム の導入による検証と行
政評価を推進します。

改革項目
名称

行政評価の推進

期待される
効果

従前の予算決算等のサービス量の効果検証から、事業の達成目標・アウトカム（成果）など、客観的・定性的
な指標設定による効果検証に切り替えることにより、事務事業の見直し・改善と住民への説明責任を果たす

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
19.53

係数
25

点数
19.53

分
類

計画段階 研究 研究 研究 改革 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・行政評価先進自治体及び同規模自治体の行政評価事業に対し
調査研究を行った。 また、総合計画・総合戦略・行政改革の進捗
状況及び事業成果を精査し、課長会において内部評価を行い事
業のブラッシュアップを図った。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・職員のＰＤＣＡサイクル、評価に対する認識及び必要性に対する
意識が浸透しつつある。しかし、成果・評価について、アウトプット
（業績結果）の考え方からアウトカム（業績効果）の考え方への移
行がまだまだなされていない。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 4 Ｂ75点 10
Ｃ50点 2  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

78.13

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・総合計画・総合戦略・行政改革は全課において、ＰＤＣＡサイク
ル及び内部評価を実施し、従来の予算執行額の多寡で事業評価
を行っていたものを、ＫＰＩなどの目標達成度で事業評価を行って
いく事をさらに周知徹底する。また、評価についてもアウトカムの
考え方で評価していく。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 4 Ｂ75点 10
Ｃ50点 2  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

78.13 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 19.53 19.53
≒

総
合
評
価

76.56点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・　行政評価先進自
治体の調査研究
・　国の補助事業で
ある地方創生先行型
事業に対して外部検
証を実施する。

・　行政評価先進自
治体の調査研究

・　先進自治体の調
査研究
・　基本理念等・内規
及び評価様式を作成
する。
・　職員に内容を周
知する。

・行政評価を住民に
周知し行政評価を本
格実施する。

・　行政評価を良り効
果的な実施が行える
よう改善実施する。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｂ
概ね計画どおり取り

組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 18 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_５_効率・効果的な行政運営
の推進

施策の
方向性

施策_16_公共施設の適正な管理 担当課 総務課

取組内容

・人口減少等により公共施設等の利用需要が変化していくことが予想されることを踏ま
え、「公共施設等総合管理計画」を策定し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命
化などを行うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置
を実現します。

改革項目
名称

公共施設等総合管理計画の策定、個別施設計画の策定

期待される
効果

公共施設の最適な配置計画が検討できる。施設更新にかかる財政負担を平準化できる

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
21.10

係数
25

点数
19.92

分
類

計画段階 改革 研究 研究 改善 改革

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

個別施設計画の作成及び総合管理計画の改訂を行った。
個別施設計画を作成したことにより、交付税措置のある公共施設
等適正管理推進事業債を活用し、総合管理計画における優先順
位の高い改修工事を行った。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

個別施設計画、総合管理計画をもとに適正な管理を行う。また財
源とする公共施設等適正管理推進事業債も交付税措置があると
はいえ、起債であるため、町全体の起債額等を考慮しながら事業
を進める必要がある。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 9 Ｂ75点 4
Ｃ50点 3  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

84.38

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

改修、修繕の必要性を施設管理者と確認しながら、長寿命化を
行うとともに、統廃合等も視野に入れた施設管理を行う。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 6 Ｂ75点 7
Ｃ50点 3  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

79.69 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 21.10 19.92
≒

総
合
評
価

78.52点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

公共事施設等総合
管理計画の策定

・公共施設総合管理
計画の実行（予防的
維持管理の実施）
・予防的維持管理を
するために必要な情
報を収集して、個別
管理計画策定するた
めの準備

・公共施設総合管理
計画の実行（予防的
維持管理の実施）
・予防的維持管理を
するために必要な情
報を収集して、個別
管理計画策定するた
めの準備

・公共施設総合管理
計画の実行（予防的
維持管理の実施）
・予防的維持管理を
するために必要な情
報を収集して、個別
管理計画を策定する

・公共施設総合管理
計画の実行（予防的
維持管理の実施）
・予防的維持管理を
するために必要な情
報を収集して、個別
管理計画を策定する

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ａ
計画どおり取り組め

ている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 19 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_５_効率・効果的な行政運営
の推進

施策の
方向性

施策_17_民間活力の活用 担当課 企画課（全課）

取組内容

・行政事務や施設管理のあり方について検証を行い、効率・利便性を考慮したうえで、定
型業務の民間委託や公の施設の指定管理者制度などの活用を研究していきます。また、
ＰＰＰ／ＰＦＩなどの手法を研究し、民間活力の活用を推進していきます。

改革項目
名称

民間活力の活用

期待される
効果

民間活力を研究・導入することにより効率効果的な行政運営が可能になる

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
17.19

係数
25

点数
17.58

分
類

計画段階 研究 研究 研究 研究 改革

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・地域課題を解決するため、民間企業と地方創生に関する包括連携協定
を結び締結し、協働で事業実施を行った。
・昨年に引き続き広告入り公用封筒の作成及び無償提供に関する協定
書を(株)郵宣協会と締結し、これまで公費負担していた公用封筒を民間ノ
ウハウを活用し無償で取得することができた。
・従前公費作成していた回覧板（行政区提供用）を、民間企業から無償提
供頂き歳出削減を行った。
・広告付き庁内案内板を、民間ノウハウを活用し無償で取得することがで
きた。また、広告付き案内板を庁内に設置することで、行政財産使用料
（電気代含む）として歳入も得ることができ、歳入強化にも繋がった。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・包括連携協定の庁内での認識不足
・包括連携協定に基づく協働事業実施数が、締結初年度というこ
ともあり僅少であった。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 1 Ｂ75点 10
Ｃ50点 5  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

68.75

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・包括連携協定の庁内への再周知
・事業スキームを構築する際に、包括連携協定に基づく協働事業
を優先的に検討し、民間活力を積極的に活用する。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 1 Ｂ75点 11
Ｃ50点 4  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

70.31 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 17.19 17.58
≒

総
合
評
価

72.27点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

先進自治体の調査
研究

先進自治体の調査
研究

民間委託すること
で、より効率的に実
施できる業務の洗い
出し

民間委託すること
で、より効率的に実
施できる業務の洗い
出し

民間委託可能業務
の具体的な検討を
行い、委託業者を選
定し実施する。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｂ
概ね計画どおり取り

組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 20 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_６_財政運営の健全性の確保

施策の
方向性

施策_18_計画的な財政運営 担当課 総務課

取組内容

・中長期的視野に基づいた継続的な収支均衡と義務的経費や経常的経費の節減、財政
状況の分析、補助金の見直しも含めた事務事業の慎重な選択など健全な財政運営を推
進します。また、財政状況を定期的に公開し透明性の高い予算執行に努めます。

改革項目
名称

住民に開かれた財政運営

期待される
効果

財政分析や事務事業の見直しを行うことにより、健全な財政運営を行う
住民の町財政への関心を高める

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
17.97

係数
25

点数
17.97

分
類

計画段階 研究 研究 研究 改革 改革

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

町の補助金については、補助金審査委員会において審査を行
い、妥当性、有効性を話し合うことができた。また、前回の補助金
の見直しから、すべての補助金は５年の期限を設けて制定してい
るため、次の更新は令和２年度となる。今年度より、補助金審査
委員会において協議を行い、妥当性、有効性の確認方法や意見
交換を行い、来年度の補助金改定の準備を行った。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

補助金の妥当性、有効性については、様々な意見がある。一定
の評価で公平なサービスとすることの難しさがある。補助金の公
平性を示すことが課題である。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 3 Ｂ75点 9
Ｃ50点 3  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

71.88

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

補助金審査委員の意見を集約することで、担当、担当外の意見と
なり、町としての補助金の考え方を示して行く。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 3 Ｂ75点 8
Ｃ50点 5  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

71.88 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 17.97 17.97
≒

総
合
評
価

73.44点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・財政分析の実施によ
る財政の健全性の検討
・補助金等審査委員会
による新規補助金の検
討
・財政状況の公表方法
の検討

・財政分析の実施によ
る財政の健全性の検討
・補助金等審査委員会
による新規補助金の検
討
・財政状況の公表方法
の検討

・財政分析の実施によ
る財政の健全性の検討
・補助金等審査委員会
による新規補助金の検
討
・財政状況の公表方法
の検討

・財政分析を活用した
財政計画の作成
・補助金等審査委員会
による新規及び既存補
助金の審査・見直し
・財政状況の公表方法
の検討

・財政計画による予算
執行
・補助金等審査委員会
による新規及び既存補
助金の審査・見直し
・財政状況の公表方法
の検討

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｂ
概ね計画どおり取り

組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 21 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_６_財政運営の健全性の確保

施策の
方向性

施策_18_計画的な財政運営 担当課 総務課

取組内容

・地方公会計の整備を図ることにより、資産や債務の正確な把握と管理を行い、予算編成
や決算分析に活用していくとともに、財務情報の分かりやすい開示に努めます。

改革項目
名称

新地方公会計基準の財務書類作成

期待される
効果

地方公会計の整備を図ることにより、資産や債務の正確な把握と管理を行い、予算編成や決算分析に活用し
ていくとともに、財務情報の分かりやすい開示が行える

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
19.14

係数
25

点数
17.97

分
類

計画段階 研究 改革 改善 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

新地方公会計基準の財務書類の作成・公表を行った。資産台帳
を予算編成時の資料として利用した。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

財務書類の公表は行うことが出来たが、予定したスケジュールで
の公表は出来なかった。他団体の決算資料も必要であり、作成
時期が年度末になってしまう。予算編成等の活用については、資
産台帳を利用することは出来たが、財務書類を活用するための
情報等が不足している。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 4 Ｂ75点 9
Ｃ50点 3  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

76.56

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

他団体の資料提出を待たずに、財務書類の作成を行っていくこと
で、スケジュールの遅れを改善していく。新地方公会計基準に移
行してから3年が経過するため、他団体等の情報収集を行いなが
ら分析を行っていく。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 2 Ｂ75点 10
Ｃ50点 4  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

71.88 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 19.14 17.97
≒

総
合
評
価

74.61点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・新地方公会計基準の
財務書類作成のための
システム環境整備（PC
購入、ソフトウェアDL、
初期設定）、固定資産
台帳の整備を行う。
・複式簿記の研修に参
加し知識を高める

・新地方公会計基準
の財務書類作成・公
表

・新地方公会計基準
の財務書類作成を継
続する
・作成した新地方公
会計基準の財務書
類を自団体の予算編
成や財政分析に役
立てる。

・新地方公会計基準
の財務書類作成を継
続する
・作成した新地方公
会計基準の財務書
類を自団体の予算編
成や財政分析に役
立てる。

・新地方公会計基準
の財務書類作成を継
続する
・作成した新地方公
会計基準の財務書
類を自団体の予算編
成や財政分析に役
立てる。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｃ
一部取り組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 22 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_６_財政運営の健全性の確保

施策の
方向性

施策_18_計画的な財政運営 担当課 安全安心課

取組内容

・下水道事業の経営基盤強化や財政マネジメントの向上に向けて、公営企業会計の導入
について調査・研究していきます。

改革項目
名称

下水道事業の公営企業会計導入に係る体制の整備

期待される
効果

公営企業会計導入を見据えた体制の整備を事前に行うことで、将来的に導入となるような場合に確実で効率
的な導入をすることができる

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
25.00点

推進本部評価欄

係数
25

点数
19.53

係数
25

点数
18.36

分
類

計画段階 研究 研究 研究 改革 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・群馬県などの主催する研修や講習会に積極的に参加した。会
計方式の違いや役場組織内の体制準備を行い、関係部局とは一
部基礎的な報告を行った。また、近隣市町において情報の交換
や共有ができるネットワークの構築を行った。

50

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・公営企業会計の知識理解度は浅く、専門的な知識必要である。
特に、複式簿記の習得や役場組織内の情報共有が重要な課題
である。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 2 Ｂ75点 14
Ｃ50点 0  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

78.13

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・更なる研修などにより、知識を深め、日頃の業務がどう変わるか
をシミュレーションし、理解できるように改善したい。また、支援業
務委託先との密な情報交換を行う必要がある。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 3 Ｂ75点 9
Ｃ50点 4  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

73.44 

評
　
　

価

個　別
点　数

25.00 19.53 18.36
≒

総
合
評
価

62.89点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

近隣市町村の公営
企業会計の導入実
績等の調査研究

近隣市町村の公営
企業会計の導入実
績等の調査研究

同規模自治体の先
進的な導入実績等
の調査研究

公営企業会計導入
へ向けた準備

公営企業会計に関
する研修会等に参加
し知識を高めていく

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ａ
計画どおり取り組め

ている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 23 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_６_財政運営の健全性の確保

施策の
方向性

施策_19_財源_歳入_の確保 担当課 税務課

取組内容

・適正な税の賦課に努めるとともに、個人住民税の特別徴収一斉指定及び口座振替の推
奨など納税者の利便性を確保し収納率の向上を図ります。また、長期滞納者や高額滞納
者などについては、納税への理解促進を図るとともに、「群馬県東部地区不動産合同公
売」などを活用し適切な滞納処分を行います。

改革項目
名称

個人住民税の特別徴収一斉指定の開始

期待される
効果

納税方法の法令遵守の実施及び個人住民税の収納率の向上

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
25.00点

推進本部評価欄

係数
25

点数
17.58

係数
25

点数
17.58

分
類

計画段階 研究 改革 改善 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・個人住民税では、特別徴収の一斉指定が３年目を迎え、より確
実な実施に取り組んだ。滞納処分では、預貯金・給与などの差押
強化を行い、滞納額の圧縮と財源確保に努めた。 50

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・特別徴収の一斉指定について、適正に運用しない事業所の把
握及び指導方法に課題がある。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 1 Ｂ75点 11
Ｃ50点 4  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

70.31

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・特別徴収の一斉指定について、県や近隣市町との情報共有及
び統一的な取組みを実施する。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 1 Ｂ75点 11
Ｃ50点 4  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

70.31 

評
　
　

価

個　別
点　数

25.00 17.58 17.58
≒

総
合
評
価

60.16点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・県内市町村で構成
するワーキンググ
ループへの参加
・課題の洗い出し、
調整
・システム等の準備
・指定予告通知書の
発送

・個人住民税の特別
徴収一斉指定開始
・新規事業所への発
送
、対応
・未納事業所への電
話催告等の実施

・問題点の確認、改
善策の検討
・未実施事業所への
取組み
・他市町村との情報
共有

・問題点の確認、改
善策の検討
・未実施事業所への
取組み
・他市町村との情報
共有

・問題点の確認、改
善策の検討
・未実施事業所への
取組み
・他市町村との情報
共有

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ａ
計画どおり取り組め

ている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 24 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_６_財政運営の健全性の確保

施策の
方向性

施策_19_財源_歳入_の確保 担当課 総務課

取組内容

・国や県の資金の導入、有利な地方債の活用等を図り、一般財源の充当を抑制します。

改革項目
名称

活用できる資金や地方債の掘り起こし

期待される
効果

交付金や有利な地方債を活用することで、一般財源の確保につながる

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
25.00点

推進本部評価欄

係数
25

点数
17.19

係数
25

点数
16.80

分
類

計画段階 研究 改革 改善 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

既存及び新規事業における国費等の導入及び地方債等の検討
を行った。
個別施設計画を作成したことにより、公共施設等適正管理推進
事業債を活用することができた。また、改修工事の設計を事前に
行っていくことで、国の補正予算等にも対応することが出来た。

50

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

国の補正予算等、年度途中に配分される補助金等が多いため、
繰越事業となってしまう。当初予算でしっかりとした補助金の配分
となるよう、申請を行っていく。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 2 Ｂ75点 8
Ｃ50点 6  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

68.75

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

繰越とならないような事業執行を心掛けるが、国の予算状況を確
認しながら、国費及び起債の充当を行い一般財源の抑制を行う。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 2 Ｂ75点 8
Ｃ50点 5  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

67.19 

評
　
　

価

個　別
点　数

25.00 17.19 16.80
≒

総
合
評
価

58.99点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・活用できる資金の
掘り起こし及び起債
の活用方法の検討

・活用できる交付金
事業への変更方法
の検討
・地方債の検討

・既存事業の見直し
や新規事業における
交付金、有利な地方
債の掘り起こし
・地方債の検討

・既存事業の見直し
や新規事業における
交付金、有利な地方
債の掘り起こし
・地方債の検討

・既存事業の見直し
や新規事業における
交付金、有利な地方
債の掘り起こし
・地方債の検討

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｂ
概ね計画どおり取り

組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法
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令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_６_財政運営の健全性の確保

施策の
方向性

施策_19_財源_歳入_の確保 担当課 企画課

取組内容

・広告事業などによる収入の確保を図ります。

改革項目
名称

新規広告事業創設

期待される
効果

既存広告事業による収入の確保及び新規広告事業創出による支出の節減

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
25.00点

推進本部評価欄

係数
25

点数
17.19

係数
25

点数
17.58

分
類

計画段階 改革 改善 改善 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・昨年度に引き続き、広告入り公用封筒の作成及び無償提供に
関する協定書を(株)郵宣協会と締結し、これまで公費負担してい
た公用封筒を無償で取得することができ歳出削減に寄与した。ま
た、広報紙及びHP広告事業については、掲載メリットをPRし、広
報紙の広告欄は終年満稿を維持し、歳入強化が図れた。
・従前公費作成していた回覧板（行政区提供用）を、企業広告料
を活用し、民間企業から無償で提供頂き歳出削減を行った。
・庁内案内板を、企業広告料を活用し無償で取得することができ
た。また行政財産使用料（電気代含む）として歳入も得ることがで
き歳入強化にも繋がった。

50

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・HP上の有料広告欄の申込数の伸び悩み。
・歳入確保事業数の不足。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 2 Ｂ75点 8
Ｃ50点 6  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

68.75

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・ＨＰ広告掲載メリットを明確にし企業等に提案していく。また、他
市町の募集方法を研究していく。
・新たな歳入確保事業を研究していく。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 3 Ｂ75点 7
Ｃ50点 6  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

70.31 

評
　
　

価

個　別
点　数

25.00 17.19 17.58
≒

総
合
評
価

59.77点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・本町既存広告事業
の改善策の研究
・新規広告事業研
究・創出

・既存広告事業の改
善策の研究
・新規広告事業の実
施

・既存広告事業の改
善策の研究
・新規広告事業の改
善

・既存広告事業の改
善策の研究
・新規広告事業の改
善

・既存広告事業の改
善策の研究
・新規広告事業の改
善

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ａ
計画どおり取り組め

ている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 26 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_６_財政運営の健全性の確保

施策の
方向性

施策_19_財源_歳入_の確保 担当課 都市建設課（商工）

取組内容

・土地利用計画の調整を行い、新たな産業団地の造成を推進するとともに、雇用創出や
産業振興に大きく寄与する企業誘致等を推進します。

改革項目
名称

新産業団地の事業化への取組開始

期待される
効果

企業を誘致することで、雇用の場が創出されるとともに、地域経済が活性化されるほか、固定資産税、法人税
の税収が見込まれ、財源の確保を図ることができる

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
25.00点

推進本部評価欄

係数
25

点数
17.19

係数
25

点数
17.19

分
類

計画段階 研究 改革 改革 改革 改革

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・産業団地については第８回定期見直しにおいて、一般保留地区
として選定した地区の検討をしているが、具体的な事業実施の内
容に至っていない。
・企業の引き合い情報を整理し、整備手法や土地利用計画など
から実現可能性を検討した。

50

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・大規模産業団地の事業化にあたっては、費用対効果観点から
も判断をすべきであり、周辺の分譲状況から算出すると費用対効
果が低い状況となっている。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 2 Ｂ75点 9
Ｃ50点 4  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

68.75

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・費用対効果を上げるための対処としては、分譲面積を増加させ
る必要がある。そのためには、治水条件を整える必要があるた
め、県河川整備計画に基づく整備要望をしていく。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 4 Ｂ75点 8
Ｃ50点 0  Ｄ25点 4

Ｅ0点　0

68.75 

評
　
　

価

個　別
点　数

25.00 17.19 17.19
≒

総
合
評
価

59.38点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・新産業団地の造成
候補地を選定する。
（選定地区１地区・選
定準備地区１地区）

・新産業団地造成候補
地のうち選定地区につ
き、治水協議を行う。
・農林調整、治水協議
の進捗状況により、地
元への意向調査及び
地権者連絡協議会の
立ち上げを行う。

・選定地区の市街化区
域編入に向け、一般保
留解除資料及び都市
計画法定手続き資料
の作成を行う。
・用地買収に向け、地
権者交渉を行う。

・新産業団地造成工
事に着手する。

・新産業団地造成工
事の完成を見込み、
分譲PR活動を行う。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｄ
あまり取り組めてい

ない

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 27 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_６_財政運営の健全性の確保

施策の
方向性

施策_20_公有財産の適正管理 担当課 総務課

取組内容

・公有財産については、適正な管理と利用に努め、未利用の普通財産については、処分
または貸付け等の有効活用を図ります。

改革項目
名称

財産の有効活用計画の策定

期待される
効果

管理費の抑制及び収入の確保

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
12.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
17.58

係数
25

点数
17.19

分
類

計画段階 研究 研究 研究 研究 改革

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

売り払い等は行えなかったが、公有財産の一部を貸付ることによ
り、有効活用をすることが出来た。

25

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

貸付と処分の判断が重要。H29において入札が不調になったこと
もあり、処分については景況をみながら考える必要がある。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 1 Ｂ75点 11
Ｃ50点 4  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

70.31

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

長期的に見た公有財産の考え方を持ち、売買と貸付、資産の維
持について検討を行う必要がある。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 2 Ｂ75点 9
Ｃ50点 4  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

68.75 

評
　
　

価

個　別
点　数

12.50 17.58 17.19
≒

総
合
評
価

47.27点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・公有財産の洗出し
・利用価値の検討
・売買予定地の不動
産鑑定

・貸付及び処分の検
討
・売り払い
・売買予定地の不動
産鑑定

・貸付及び処分の検
討
・売り払い
・売買予定地の不動
産鑑定

・貸付及び処分の検
討
・売り払い
・売買予定地の不動
産鑑定

・管理費が掛り、資
産価値の低い土地
をなくし、資産を生み
出す土地とすること
を目指した財産の有
効活用計画の策定

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｂ
概ね計画どおり取り

組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 28 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_６_財政運営の健全性の確保

施策の
方向性

施策_20_公有財産の適正管理 担当課 会計課（総務課）

取組内容

・公金については、最も有利かつ確実な運用に努めるとともに、適正で効率的な出納の執
行や物品などの管理を行います。

改革項目
名称

公金の安全を図るとともに資金運用の拡大を行う

期待される
効果

公金管理運用指針の見直しによる運用収入により、町財政の増額を確保

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
12.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
16.02

係数
25

点数
17.19

分
類

計画段階 研究 改革 改善 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・これまで普通預金のみの公金の運用であったが、短期間ではあ
るが定期預金などへの積み替えるなどの運用を行った。

25

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・公金の管理運用については、経済情勢などの変化に注意し、有
利かつ確実な運用に努めたい。
・物品の適正管理については、システムの導入など検討を継続し
ていきたい。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 2 Ｂ75点 7
Ｃ50点 5  Ｄ25点 2

Ｅ0点　0

64.06

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・公金の管理運用については、県などが実施する研修会や証券
会社の説明会などに積極的に参加し、情報収集に努める。また、
短期的でも普通預金から定期預金への積み替えを行っていく。
・物品の適正管理については、備品管理台帳の環境整備に向け
た検討を継続していく。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 3 Ｂ75点 6
Ｃ50点 7  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

68.75 

評
　
　

価

個　別
点　数

12.50 16.02 17.19
≒

総
合
評
価

45.71点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

公金管理運用指針につ
いて、見直しを含め現
在の環境に適応してい
るか郡会計部会などを
とおして調査研究。
・物品の適正管理

・公金管理運用指針の
見直し行う。基金の一
部を決済用普通貯金
から普通預金、定期預
金に積替え、利息を得
る。
・物品の適正管理

公金管理運用指針につ
いて、現状の環境に適
応しているかを含め、
常に見直し・調査研究
を行い公金の安全を図
るとともに資金運用の
拡大を行う。
・物品の適正管理

公金管理運用指針につ
いて、現状の環境に適
応しているかを含め、
常に見直し・調査研究
を行い公金の安全を図
るとともに資金運用の
拡大を行う。
・物品の適正管理

公金管理運用指針につ
いて、現状の環境に適
応しているかを含め、
常に見直し・調査研究
を行い公金の安全を図
るとともに資金運用の
拡大を行う。
・物品の適正管理

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｃ
一部取り組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 29 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_６_財政運営の健全性の確保

施策の
方向性

施策_21_経費の削減と使用料の適正化 担当課 総務課

取組内容

・県内市町村と電子入札システムを共同利用し、事務効率の向上や運用経費の抑制を図
ります。また、公平で競争性の高い入札を推進します。

改革項目
名称

電子入札システム推進事業

期待される
効果

入札に係る事務手続の省力化及び入札、契約制度の透明性、公平性、競争性の向上並びに入札参加者の
利便性の向上を図る

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
25.00点

推進本部評価欄

係数
25

点数
21.10

係数
25

点数
21.10

分
類

計画段階 研究 改革 改善 改革 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・群馬県主催の業者向け電子入札システム説明会に未導入業者
の参加を通知等で促す。電子入札初心者業者については、指名
通知送付の段階からシステム、電話などで確認。H30の電子入札
率は約52％であったが、R元は約71％と電子化完全実施に向け、
十分浸透し、事務手続きの省略化や利用者の利便性向上にある
程度効果が現れている。

50

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・委託や物品購入業務、建設工事の一部の工種で電子入札の実
績が乏しく、まだ支援が必要。引き続き、わかりやすい設計図書
を適切な方法で提供することや操作方法等支援する必要があ
る。また、ある業務・工事の落札率が高い傾向にあることから、競
争性を持たせる入札執行を試み、透明性を高める必要がある。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 7 Ｂ75点 8
Ｃ50点 1  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

84.38

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・電子入札初心者業者については、引き続き、指名通知送付の
段階からシステム、電話などで確認するなど支援する。また、設
計書や仕様書は担当課とある程度共有しながら作成し、未然にト
ラブルを防止する。また、落札率が高くなる原因を推定し、入札の
方法や指名業者の選定等、基準や運用方針の見直しを行う。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 7 Ｂ75点 8
Ｃ50点 1  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

84.38 

評
　
　

価

個　別
点　数

25.00 21.10 21.10
≒

総
合
評
価

67.20点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・役場内における契
約状況調査（電子入
札の実施件数、可能
件数など）

・入札結果を閲覧以
外に町HPで公表。
・役場内にて、紙入
札から電子入札へ
の導入に向けた検
討会を実施。

・入札参加者におい
ても、町内建設業者
について説明会（デ
モストレーション）実
施。

・原則として、すべて
の工事及び設計等
の工事関係の業務
委託については、電
子入札システムを使
用した入札を実施。

・電子入札推進事業
をより充実させるた
め、問題点を改善す
る。
・物品購入も含め、
順次電子入札システ
ムにて入札を実施準
備。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ａ
計画どおり取り組め

ている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 30 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_６_財政運営の健全性の確保

施策の
方向性

施策_21_経費の削減と使用料の適正化 担当課 総務課

取組内容

・庁舎内の郵送料、電話料、電気料等事務的経費の節減を図るため、職員のコスト意識
の向上や消耗品などの管理徹底を図ります。

改革項目
名称

全職場における省エネの取組

期待される
効果

職員のコスト意識の向上及び庁舎内の事務的経費の節減

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
25.00点

推進本部評価欄

係数
25

点数
13.28

係数
25

点数
15.24

分
類

計画段階 研究 改革 改善 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・保健センター内の電話機が老朽化のため、設備更新を行った。
同時に役場庁舎のネットワークに組み入れを行い、電話回線契
約を集約し。通信費の低減を図りかつ内線化することで住民や職
員の利便性を高めた。

50

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・省エネ推進会議の開催ができなかったことや、新たな取り組み
方法についての話し合いができなかったこと。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 2 Ｂ75点 4
Ｃ50点 5  Ｄ25点 4

Ｅ0点　1

53.13

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・省エネ推進担当者を新たに選出し、会議の実施や新たな省エネ
の取り組み方法について検討する。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 2 Ｂ75点 5
Ｃ50点 8  Ｄ25点 0

Ｅ0点　1

60.94 

評
　
　

価

個　別
点　数

25.00 13.28 15.24
≒

総
合
評
価

53.52点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・庁舎内各部署に省エ
ネへの取組を依頼す
る。
・庁舎内の省エネを推
進する省エネ委員の選
出方法等について検討
する。

・省エネ委員を選出し、
省エネについての検討
会を実施する。
・検討会で提案された
現状からの改善点、省
エネの推進方法等につ
いてまとめる。

・検討会で提案された現状から

の改善点、省エネの推進方法

等を基に省エネを推進する。

・省エネの取組状況を調査す

る。

・省エネの取組状況により省エ

ネの推進方法について改善を

検討する。

・省エネについての検
討会を実施する。
・省エネの取組状況を
調査する。
・省エネの取組状況に
より推進方法について
改善を検討する。

・検討会で提案された
現状からの改善点、省
エネの推進方法等を基
に省エネを推進する。
・省エネの取組状況を
調査する。
・省エネの取組状況に
より推進方法について
改善を検討する。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｂ
概ね計画どおり取り

組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 31 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_６_財政運営の健全性の確保

施策の
方向性

施策_21_経費の削減と使用料の適正化 担当課 生涯学習課

取組内容

・各種使用料や手数料を見直し、受益者負担を基本とした料金体系の整備を検討しま
す。

改革項目
名称

社会教育施設における使用料の見直し

期待される
効果

社会教育施設に係る維持管理経費の財源確保及び利用者の当事者意識の向上

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
17.19

係数
25

点数
18.36

分
類

計画段階 研究 研究 改革 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・消費税の増税があり近隣市町では使用料を見直した自治体も
あったが、当町は昨年４月に定めた使用料のまま引き続き徴収を
行った。特に大きな問題もなく使用料についても定着してきた。令
和元年度の社会教育施設使用料収入は、前年度より238万1,404
円増の694万3,442円となった。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・人事異動等で職員が変わっても、使用料の徴収や減免の取り
扱いについてきちんと対応できるようにしておく必要がある。 A～Eの５段階評価

Ａ100点 3 Ｂ75点 7
Ｃ50点 5  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

68.75

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・職員の意思統一を図るための研修会や話し合いを常に行って
いく。何らかの問題が発生した場合は、その事案の対応方法や
教訓を全施設で共有して対応していく。利用者にとって公平公正
を疑わせるようなことがないようにする。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 5 Ｂ75点 6
Ｃ50点 4  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

73.44 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 17.19 18.36
≒

総
合
評
価

73.05点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

他市町村の事例研
究
基本方針の検討
庁内関係各部署間
の調整
条例・規則案の検討

条例・規則案の決定
町民・利用者への周
知
議会への上程

運用開始
町民・利用者の意見
聴取
運用実態や町民等
からの意見を踏まえ
たさらなる見直しの
検討

運用実態や町民等
からの意見を踏まえ
たさらなる見直しの
検討・改善

運用実態や町民等
からの意見を踏まえ
たさらなる見直しの
検討・改善

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ａ
計画どおり取り組め

ている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 32 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_７_広域行政の推進

施策の
方向性

施策_22_事務組合の推進と強化 担当課 安全安心課（健福）

取組内容

・可燃ごみ処理施設の広域化など既存の一部事務組合を構成する市町との連携を強化
するとともに、共通の行政課題への対応や、さらなる事務の効率化に向けて、効果的な共
同処理のあり方など、事務組合の充実・強化に努めます。

改革項目
名称

太田市外三町広域一般廃棄物処理施設建設に伴う住民説明会の開催

期待される
効果

広域化を図ることにより、建設費や運営コストの削減及び環境負荷の低減や熱エネルギーの回収を図ること
ができる

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
17.58

係数
25

点数
17.58

分
類

計画段階 研究 研究 研究 改革 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・ごみの資源化を推進するため、広報誌において資源ごみの分
別について説明。
・ごみの減量化のための基本方針（案）有料指定ごみ袋の導入に
ついてを作成。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・新型コロナウィルスの影響で、有料指定ごみ袋の導入に向けて
の住民説明会等が実施できないため、導入スケジュールが遅れ
る。
・新焼却炉建築に伴う、中継施設設置に向けての課題。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 2 Ｂ75点 10
Ｃ50点 3  Ｄ25点 1

Ｅ0点　0

70.31

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・有料指定ごみ袋の導入の実施時期についての基本方針（案）の
見直し。
・中継施設設置に向けての具体的な協議。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 3 Ｂ75点 9
Ｃ50点 2  Ｄ25点 2

Ｅ0点　0

70.31 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 17.58 17.58
≒

総
合
評
価

72.66点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

・ごみの減量化及び
資源化を強化する。
・新ごみ処理施設の
協議を行う。

・ごみの減量化及び資源化を強

化するために、ごみ袋の有料化

についての検討を行う。

・新ごみ処理施設建設に伴う中

継施設等の検討を行う。

・制度改革に向けて調査・研究

を行う。

・ごみの減量化及び資源化を強

化するために、ごみ袋の有料化

についての協議を行う。

・新ごみ処理施設建設に伴う中

継施設等の協議を行う。

・制度改革に向けて協議を行

う。

・ごみの減量化及び
資源化を強化するた
めに、住民説明会等
を開催する。

・ごみの減量化及び
資源化を更に強化す
るために、住民説明
会等を開催する。

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ｂ
概ね計画どおり取り

組めている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 33 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_７_広域行政の推進

施策の
方向性

施策_23_広域協議会などによる連携 担当課 企画課（都建）

取組内容

・公共交通や都市基盤整備といった広範囲にわたり、本町だけでは解決できない課題に
ついては、既存の広域のあり方に捉われず、周辺市町及び国・県等と連携して要望活動
を含めた整備促進を促します。

改革項目
名称

広域協議会などとの連携強化

期待される
効果

行政における諸問題について、広域で解決又は解決に向けた要望活動を行うことで、迅速効果的に整備促進
を促す

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
37.50点

推進本部評価欄

係数
25

点数
17.58

係数
25

点数
19.14

分
類

計画段階 研究 改善 改革 改善 改善

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・町の公共バス２路線【邑楽～太田線と館林・邑楽・千代田線】の
運行事業者へ運行補助を行い運行維持を図った。また、持続可
能な交通ネットワーク目指し｢館林都市圏地域公共交通網形成計
画｣策定に向けて公共交通に関する住民アンケート及び地域懇
談会を実施し、町民意向などの基礎調査を行った。
・東武鉄道促進期成同盟会（７市５町）により、乗車啓発活動や東
武本社への小泉線の利便性の向上、特急りょうもう号の最終便
増設や本中野駅舎の耐震化などの要望活動を行い、鉄道交通の
更なる利便性向上を図った。

75

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・利用者数(H30)23,097人(館9,754人+太13,343人)－(R1)23,002人(館11,350人+太11,652人)=前年度

比-95人となっており、利用者数は大きな増減はない。しかし、新型コロナウイルス感染拡大に伴う
休校措置、在宅勤務等の影響で両線ともに３月の利用者数が減少しているが、特に、邑楽～太田

線は顕著である。
・2021年度運行開始予定であった高崎市から館林市間を繋ぐBRT事業（バス高速輸送システム）が

関係機関の協議無く県判断で急遽凍結状態となった。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 3 Ｂ75点 7
Ｃ50点 6  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

70.31

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・多様な交通手段の確保を図るため、一時凍結状態となっている県のBRT事業（バス高速輸送シス

テム）に対して、早期事業再開に向け、周辺市町とともに県への働きかけを行う。
・持続可能な交通ネットワークの構築に向け、館林都市圏地域公共交通網形成計画を策定し、利

用者の更なる需要の掘り起こしや経路、ダイヤの再構築を検討する。
・高齢者や幼少者向けの「バスの乗り方教室」を実施するなど、周知・理解と利用促進を図ってい

く。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 4 Ｂ75点 9
Ｃ50点 3  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

76.56 

評
　
　

価

個　別
点　数

37.50 17.58 19.14
≒

総
合
評
価

74.22点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

①1市4町で運行してい
る館林・邑楽・千代田線
と町単独運航の邑楽～
太田線の邑楽町役場で
の結節を検討
②鉄道の乗り継ぎの改
善や運行時間の延長な
ど利用者増の施策を要
望

①コミュニティバス2
路線の結節に向け
て、交通会議開催
②鉄道の乗り継ぎの
改善や運行時間の
延長など利用者増の
施策を要望

①コミュニティバス2
路線の結節
②鉄道の乗り継ぎの
改善や運行時間の
延長など利用者増
の施策を要望

①コミュニティバスの
結節後の諸問題抽
出
②鉄道の乗り継ぎの
改善や運行時間の
延長など利用者増の
施策を要望

①コミュニティバスの
結節後の諸問題解
決策の検討
②鉄道の乗り継ぎの
改善や運行時間の
延長など利用者増の
施策を要望

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ａ
計画どおり取り組め

ている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 34 -



令和元年度　第４次邑楽町行政改革大綱施策評価シート

基本
目標

基本目標_２_信頼に応える行財政運営のまち
基本
方針

基本方針_７_広域行政の推進

施策の
方向性

施策_23_広域協議会などによる連携 担当課 企画課

取組内容

・両毛地域の公共施設の相互利用をさらに促進するなど、広域協議会や広域同盟会の事
務事業の充実を図ります。

改革項目
名称

交流人口増加施策の充実

期待される
効果

両毛広域圏の交流人口を増やすことにより、町の良さをPRし移住定住に繋げる

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

係数
50

点数
50.00点

推進本部評価欄

係数
25

点数
19.14

係数
25

点数
19.14

分
類

計画段階 改善 改善 改善 改革 研究

取組状況 今年度具体的にどのような取組を行いましたか。 取組状況指数

・両毛広域管内の自治体と連携して、両毛地域への集客・交流を
図り一体的な都市圏整備の気運醸成を図るため「両毛グルメ
シールラリー(参加店舗を巡ってご当地シールをもらい、その枚数
によって豪華賞品に応募できるイベント)」を実施し、多くの交流人
口を生みだした。※応募者数　1,911人(前年比-965人）※邑楽町
シール発行枚数1,449枚（構成自治体中2位）。
・実施にあたっては、コストが課題であったパンフレットをより簡易
なチラシに一部変更しコストの削減に努めた。

100

今年度計画を取り組むうえでどのような課題がありましたか。
また、今後どのような課題が想定されますか。

課題の捉え方 評価指数

・圏内の新規参加店舗が少ないため、新規参加店舗増加施策が
求められている。また、紙媒体以外の電子ツールが要望されてい
る。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 5 Ｂ75点 7
Ｃ50点 4  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

76.56

上記課題を来年度以降どのように改善していきますか。
改善方法の

示され方
評価指数

・新規店舗が参加しやすいよう、店舗負担がない電子アプリの採
用を検討する。
・事業実施パンフレット（チラシ）などで、有料広告欄を設けるなど
歳入強化策を検討する。

A～Eの５段階評価
Ａ100点 5 Ｂ75点 7
Ｃ50点 4  Ｄ25点 0

Ｅ0点　0

76.56 

評
　
　

価

個　別
点　数

50.00 19.14 19.14
≒

総
合
評
価

88.28点

／５０点 ／２５点 ／２５点 ／１００点

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

単年度
計　画
内　容

交流人口の増加に
繋げる施策の実施

交流人口の増加に
繋げる施策の改善実
施

交流人口の増加に
繋げる施策の改善実
施

・交流人口の増加に
繋げる施策の改善
実施
・新規事業創設を含
めた既存事業内容
の見直し

交流人口の増加に
繋げる施策の改善実
施

Ｄ
Ｏ

実績及び
取　組
状　況

Ａ
計画どおり取り組め

ている

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

取　組
課　題

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

改　善
方　法

- 35 -


